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前橋市


１　ビジョン改定の趣旨
　近年、我が国を取り巻く社会経済環境は、少子高齢化を背景とした人口減少や人手不足、グローバル経済の発展による市場競争の激化等、様々な変化に直面しています。
　このような変化が見られる中で、本市の産業が今後よりいっそう発展していくために、本市が取り組むべき産業振興の方向性や方針を再確認するとともに、「従来の産業の枠を越える取組み」をより具体的かつ実効的に進めていき、本市の社会と生活を支えることのできる活力ある産業の確立を目指す「平成29年度度改定版前橋市産業振興ビジョン」（計画期間：平成29年４月～平成32年３月）（以下、「前回改定ビジョン」という。）が期間満了となることから、今回改定を行うものです。
ビジョン計画期間
令和２年４月から令和７年３月までの５年間を計画期間とします。また５年間において目標を設定し、毎年度施策及び事業の評価や改善を行っていきます。

２　産業の目指す姿と４つの戦略
目指す姿①
『ポテンシャル』
で飛躍する都市
目指す姿②
『チャレンジ精神』
で活き活きと輝く都市
目指す姿③
『イノベーション』
で成長する都市
選ばれる前橋を実現する「ものづくり都市」の底力～オールMAEBASHI～の挑戦


４つの戦略
１　既存産業の総合的・実効的支援
２　各種支援機関等との連携による新製品・新技術の創出
３　前橋にマッチした企業立地の促進
４　起業家の創出と人材育成
　資金繰り対策、設備投資等の補助、人材育成といった中小企業・小規模事業者をはじめとする多くの事業者にとって必要とされる基本的な支援策について一歩踏み込んで注力し、様々な角度から効果的な支援等を行うことで既存産業全体の持続的発展を図ります。

　様々な事業者等が常に新たな事業機会を模索し、新市場の開拓者として成長していくために、各種支援機関と事業者間や事業者相互の連携強化を図り、社会変化に対応するための新製品・新技術の創出につながる情報提供等の施策を展開します。
　本市では、積極的に造成された工業団地に多くの優良企業を誘致してきたことが現在の産業発展につながっています。今後も本市の特性にマッチした企業立地を効果的に進めていくことで、雇用機会の拡大、市内事業者への受発注の増加を促し、地域経済の活性化や産業構造の強化を進めていきます。
　新たな事業等を起こしやすい環境を整えることによって、起業家の活動を活発にしていきます。また起業家同士、同業者等のネットワーク形成を進め、連携を通じた起業家能力の向上や人材育成等を図ります。

３　目標数値の達成状況
　前回改定ビジョンにおいては、４つの戦略の評価指標として目標数値を定めており、以下のとおりそれぞれ成果が見られます。（2019/8月現在）
戦略１　既存産業の総合的・実効的支援
戦略３　企業誘致の促進
戦略４　起業家の創出と人材育成
戦略２　新産業の創出・成長産業の育成

４　アンケート結果・景況分析
　 ①市内中小企業・小規模事業者にとっては厳しい景況感
②市内事業者の大きな課題は人材確保と人材育成
③本市の産業振興施策の広報には改善の余地がある
 
結果のポイント


５　５年間の施策キーワード
　今後、新たなビジョンで実施していく各施策を効果的なものとし、市の産業を活性化していくためには、各事業を関連付け、市内の事業者を様々な観点から総合的に支援していく必要があります。アンケートやヒアリングの調査結果などから、市内の事業者が重要と考えられる施策について以下の｢人｣「技術」「販路」の３点を重点施策として抽出し、関係機関と連携の上、取り組んでいきます。
キーワード①　人
　市と事業者との接点を増やすことで詳細な人材ニーズを把握するとともに、関係機関との連携を強化しながら、ジョブセンターまえばしの活用、OB人材の活用を進め、人材確保や育成が行える環境を整えます。
キーワード②　技術
　様々なニーズの変化に対応するため、市内事業者が自社の技術を有効活用するとともに、技術を高度化させていくことが求められます。学術機関や支援機関と連携を行いながら、事業者の技術力向上を推進します。
キーワード③　販路
　市内事業者の商品・製品の販路拡大のため、マッチングの支援、見本市への出店費の補助、販売戦略にかかる経費の補助、企業ガイドブックによる支援等を多角的に行い、前橋ブランドの確立を目指します。




６　新たなビジョンの推進体制とPDCAサイクル
　具体的にビジョンを実現していくためには、施策と事業の進捗管理が不可欠となってきます。そのためには、市と産業振興ビジョン協議会が事業の計画を立案し（Plan）、実行する（Do）、そして評価を行いつつ（Check）、改善を行う（Action）といったPDCAサイクルを意識した事務事業評価を行い、ビジョンの進捗管理を進めていくことで、今後変化する社会環境や経済状況に対応した、適切な施策の実施を行っていきます。
産業振興ビジョンの策定
計画（Plan）
・事業の実施計画
・個別の目標の設定
実行（Do）
・計画に基づいた事業の実施
改善（Action）
・見直し、改善の実施
評価（Check）
・現状と効果の把握
・事業の評価
産業振興ビジョン協議会と行政が連携した推進体制


７　前橋市産業振興ビジョン協議会委員名簿
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４つの戦略　①人材の観点(「各種支援による就労者数」) 及び②生産性の観点(「製造業の粗付加価値額」)を指標とします。

・各種支援による就労者数…700人/年
・製造業の粗付加価値額……1,935億円（H30）→　2,100億円（R６）

目標数値
戦略１　既存産業の総合的・実効的支援
 
①中小企業・小規模事業者の資金繰り支援施策の推進
②中小企業・小規模事業者の人材育成支援施策の推進
③中小企業・小規模事業者が新たな販路を開拓するための支援
④事業所の生産性の向上に関する支援
⑥商工会議所・商工会と連携した小規模事業者の伴走型支援
⑤事業所が必要な人材を獲得でき、市民が柔軟かつ意欲的に市内で働ける施策推進
⑦国や県等の支援メニューを活用した中小企業・小規模事業者の包括的支援




　支援制度の利用喚起によって①新製品・新技術開発の機運を高める観点（新製品開発にかかる予算計画達成率）に加え、②新規開発や大幅な改良の成果として 生産性の向上を目指す観点（製造業の粗付加価値額）を指標とします。

・製品開発にかかる予算計画達成率……95％（R２～６）
・製造業の粗付加価値額……1,935億円（H30）→　2,100億円（R６）


目標数値
戦略２　各種支援機関等との連携による新製品・新技術の創出

 
①各種支援機関等との連携促進による、新たな技術開発の推進
②異業種間連携による、新たな価値を創造できる環境づくり
③新たな商品開発、技術開発支援の推進
④新たな技術、新たな製品の販路拡大に対する支援の推進






　企業立地の受け皿となる新たな産業用地の確保、及び新たな産業用地や民間所有の産業適地等への企業立地件数を指標とします。

・産業適地等への企業立地件数……５件（R２～６）
・産業用地の確保

目標数値
戦略３　前橋にマッチした企業立地の促進

 
①自然災害が比較的少ない優位性を活かした首都圏にある企業等のバックアップ機能の誘致促進
[bookmark: _GoBack]②充実した交通網と首都圏からの距離感を活かした物流拠点の立地促進
③豊富な水資源、農畜産物を活かした食料品製造業の立地促進
④市内企業が市内で事業を継続できるように、操業環境、事業の拡張性を確保
 
 
⑤新たな産業用地の確保、居抜き物件の紹介等による進出企業ニーズへの対応


　市内で起業活動が活発に行われているかの実態を、早期に把握する必要があることから、①本市の創業等支援事業を受けて開業した利用者数の実数とともに、②令和２年度から指定管理制度に基づく運営を行う前橋市創業センターの利用者数を新たに指標として加えます。
 
前橋市創業支援等事業計画による創業者数……87人（H30）→　122人（R６）
前橋市創業センター利用者数……1,491人（H30）→　2,000人（R６）
目標数値
戦略４　起業家の創出と人材育成
 
①起業に際しての資金の支援、手続きに関する情報提供、ノウハウの習得の支援
 
②起業・事業承継に係る支援者（市、金融機関、支援機関等）の有機的な連携

③同業種間、異業種間の起業家の交流を促進、マッチング推進と創業機運醸成支援
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氏名役職推薦団体備考

吉田　勝彦委員長群馬県中小企業団体中央会

向田　忠正副委員長公益財団法人　群馬県産業支援機構令和元年６月２７日から

足立　守男一般社団法人　群馬県銀行協会令和元年６月１１日から

阿部　吉伸群馬県信用保証協会

五十嵐　秀子前橋商工会議所女性会

石川　修司前橋東部商工会平成３１年４月１５日まで

今村　一之前橋工科大学令和元年５月７日から

岩﨑　賢一一般社団法人　群馬県銀行協会令和元年６月１０日まで

植木　修前橋中心商店街協同組合

魵澤　剛史群馬県次世代産業振興戦略会議

沖山　修一連合群馬　前橋地域協議会平成３０年３月１３日から

加藤　尚群馬県若者就職支援センター

狩野　亮一富士見商工会

唐沢　文彦ぐんま若者サポートステーション

下田　祐紀夫前橋工科大学平成３０年９月１２日まで

鈴木　克志連合群馬　前橋地域協議会平成３０年３月１２日まで

鈴木　崇群馬県産業技術センター平成３０年９月１３日から

善野　修平前橋工科大学平成３０年９月１３日から令和元年５月６日まで

中島　克人前橋商工会議所

西巻　佐和子一般公募

根岸　冨士夫公益財団法人　群馬県産業支援機構令和元年６月２６日まで

橋本　勝群馬がん治療技術地域活性化総合特区地域協議会

増田　晋一一般公募

宮崎　慎司一般公募

宮下　喜好群馬県産業技術センター平成３０年９月１２日まで

茂木　三枝一般社団法人　群馬県中小企業診断士協会

吉澤　和男前橋東部商工会平成３１年４月１６日から
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